
令和６年度物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業実施状況・効果検証
（単位：円）

交付金
その他（一般財源
や補助対象外経
費等）

1 物価高騰対策支援事業

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々
の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
R５年度分の住民税非課税世帯　１世帯当たり70千円（R６計画分）
事務費
③R５年度分の住民税非課税世帯

Ⅰ．物価高から国民
生活を守る

R5.12.10 R6.5.31 77,933,416 77,933,416

物価高騰により、定額減税しきれないと見込
まれる所得水準の方及び経済的な影響を受
けやすい低所得世帯に対する給付を行ったこ
とで、生活支援と経済的負担の軽減が図られ
た。

2
低所得者支援及び定額減税補
足給付金給付事業

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々
の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
令和５年度均等割のみ課税世帯　1世帯当たり100千円、令和６年度非
課税化世帯　1世帯当たり100千円、令和６年度均等割のみ課税化世帯　
1世帯当たり100千円、子ども加算　　1人当たり50千円、定額減税を補足
する給付の対象者のうちR６計画分
事務費
③低所得世帯等の給付対象世帯、定額減税を補足する給付の対象者
数

Ⅰ．物価高から国民
生活を守る

R6.6.28 R7.7.31 246,955,026 238,985,026 7,970,000

物価高騰により、定額減税しきれないと見込
まれる所得水準の方及び経済的な影響を受
けやすい低所得世帯に対する給付を行ったこ
とで、生活支援と経済的負担の軽減が図られ
た。

3
配合飼料価格高騰対策支援事
業

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰により、配合飼料の影響を受
ける畜産農家に対し、配合飼料価格高騰分の一部を支援し、畜産農家
の負担軽減を図る。
②牛　１頭当たり10千円（預託牛を除く）（上限2,000千円）、　豚　１頭当
たり200円（上限2,000千円）、　鶏　１羽当たり２円（上限2,000千円）
③市内に住所を有する畜産農家

Ⅰ．物価高から国民
生活を守る

R6.4.1 R6.5.8 13,045,056
配合飼料価格高騰分の一部を支援したこと
により、畜産農家の負担軽減が図られた。

4
福祉灯油等支給事業（令和６年
度）

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰により影響を受けている低所
得世帯に対し、冬期の暖房費等の負担軽減を図る。
②家庭で冬期間に使用する灯油代金、電気料金等への支援
1世帯当たり7,000円
③高齢者、障がい者、ひとり親世帯で住民税の非課税世帯、生活保護
世帯

Ⅱ．物価高の克服 R6.12.18 R7.3.24 11,165,000 5,583,000 5,582,000

冬期間における灯油・電気・ガス等暖房費の
高騰により経済的な影響を受けやすい低所
得世帯に対する給付を行ったことで、生活支
援と経済的負担軽減が図られた。

5
福祉サービス事業所等エネル
ギー・物価高騰対策支援事業

①エネルギー、物価高騰の影響を受けている社会福祉施設に対し、エネ
ルギー等物価高騰分に対する負担軽減を図る。
ア 入所施設　　 定員1人につき5千円
イ 通所施設 　　1施設につき50千円
ウ 訪問・相談 　車両1台につき10千円
③ア 介護保険法及び老人福祉法に規定する事業所
イ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に
規定する事業所
ウ 児童福祉法に規定する障害児通所支援を行う事業所

Ⅱ．物価高の克服 R7.1.15 R7.3.26 6,165,000 6,165,000
エネルギー・物価高騰に伴う福祉サービス事
業所等の負担軽減を図ることで、質の高い
サービスを安定的に提供することができた。

6
保育施設等エネルギー・物価高
騰対策支援事業

①エネルギー・食料品等の 価格高騰 の影響を受けている保育施設等
に対し、電気料金等物価高騰分の一部を支援し、負担軽減を図る。
②定員100人以上の保育施設等 200 千円
定員100人未満の保育施設等 100 千円
③市内の民間保育施設　５施設

Ⅱ．物価高の克服 R7.1.15 R7.3.19 900,000 900,000
民間教育保育施設に対し、上昇する光熱費
等に対し助成を行ったことで、利用者への負
担が増すことなく運営の安定化が図られた。

7 地域交通維持支援事業

①エネルギー価格高騰により厳しい経営環境にある貸切バス、タク
シー、運転代行事業者への支援を行うことにより、地域交通の維持を図
る。
②貸切バス、タクシー、運転代行の車両台数に応じた支援金
貸切バス　64千円×21台
タクシー、運転代行　39千円×46台
③貸切バス事業者2社、タクシー・運転代行業者6社

Ⅱ．物価高の克服 R7.1.15 R7.5.21 2,932,000 2,932,000

エネルギー価格高騰により厳しい経営環境に
ある貸切バス、タクシー、運転代行事業者へ
の支援を行うことにより、地域交通の維持が
図られた。

8
動力高熱水費高騰対策支援事
業

①エネルギー等価格高騰により農業経営に影響を受けている農家を支
援するため、動力光熱水費上昇分の一部を支援し、負担軽減を図る。
②動力光熱水費の価格上昇分の4分の1、事務費
③販売を目的とした農業経営（販売金額500千円以上）を行う市内に住
所を有する個人又は法人

Ⅱ．物価高の克服 R7.1.15 R7.3.12 14,289,300 14,289,300

エネルギー等価格高騰により農業経営に影
響を受けている農家に対し、動力光熱水費上
昇分の一部を支援することにより、負担軽減
及び経営の安定化が図られた。
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9 園芸産地経営安定化事業

①エネルギー・物価高騰の影響を受けている園芸農家に対し、産地の確
立や所得向上のために実施する新たな取組を支援し、経営の安定化を
図る。
②重点品目を補完する品目の導入や新たな技術導入の実証、栽培方法
の転換等に要する事業費の2分の1（上限500千円）
③二戸地域園芸振興プランに掲げる重点品目を生産する市内に住所を
有する3戸以上の農家で組織する農業者団体

Ⅱ．物価高の克服 R7.1.15 R8.3.23 1,565,000 1,565,000

エネルギー・物価高騰の影響を受けている園
芸農家に対し、産地の確立や所得向上のた
めに実施する新たな取組に対し支援すること
により、経営の安定化が図られた。

10 粗飼料価格高騰対策支援事業

①物価高騰の影響を受けている酪農、肉用繁殖牛及び肥育農家に対
し、粗飼料価格高騰分の一部を支援し、負担軽減を図る。
②乳用牛　1頭当たり30千円、肉用繁殖牛　1頭当たり10千円、肥育牛　
1頭当たり10千円、事務費
③令和7年1月1日時点で牛を飼養する市内に住所を有する個人又は法
人

Ⅱ．物価高の克服 R7.1.15 R7.11.28 16,968,010 16,968,010

物価高騰の影響を受けている酪農、肉用繁
殖牛及び肥育農家に対し、粗飼料価格高騰
分の一部を支援することにより、負担軽減が
図られた。

11 自給粗飼料増産対策支援事業

①粗飼料価格など物価高騰の影響を受けている畜産農家を支援するた
め、草地更新による自給粗飼料の生産性を高める取組を支援し、農家
の経営安定化を図る。
②草地更新に要する事業費の4分の3
（完全更新（上限450千円／ha）、簡易更新（上限300千円／ha）
③粗飼料を生産する市内に住所を有する個人又は法人

Ⅱ．物価高の克服 R7.1.15 R8.1.14 1,106,000 1,106,000

粗飼料価格など物価高騰の影響を受けてい
る畜産農家に対し、草地更新による自給粗飼
料の生産性を高める取組を支援することによ
り、経営の安定化が図られた。

12
物価高騰対策支援事業賃上げ
支援事業

①物価高騰により、物価の上昇に実際の賃金の上昇が追い付いていな
いことを踏まえ、賃上げを実施しようとする中小企業等に対し賃上げ分
の一部を支援し、中小企業等の負担軽減を図る。
②従業員1人当たり30千円　（1事業所当たり上限1,500千円）、事務費
③(1)対象　市内に本社又は支店・営業所等を置く中小企業者（個人事
業者を含む）
(2)要件　①及び②のいずれにも該当すること。
①令和6年10月以降、従業員の賃金を60円／1時間以上引き上げている
こと。
②引き上げ後の賃金水準を１年間継続すること。

Ⅱ．物価高の克服 R7.1.15 R7.11.26 13,974,790 13,974,790

賃上げを実施しようとする中小企業等に対
し、賃上げ分の一部を支援することにより、中
小企業等の負担軽減が図られ、事業の継続
につながった。

13
運輸事業者運行支援緊急対策
事業

①燃料価格高騰の影響を受けている貨物自動車運送事業者に対し、燃
料高騰分の一部を支援し、負担軽減を図る。
②補助金　営業用として保有する被けん引車を除くトラック等　1台当たり
21千円、事務費
③市内に本社又は支店・営業所等を置き貨物自動車運送業を営んでい
る中小企業者（個人事業者を含む）

Ⅱ．物価高の克服 R7.1.15 R7.12.17 3,626,000 3,626,000

燃料価格高騰の影響を受けている貨物自動
車運送事業者に対し、燃料高騰分の一部を
支援することにより、負担軽減が図られ、事
業の継続につながった。

14
電気料金高騰対策支援補助金
事業

①エネルギー価格高騰の影響を受けている商工業中小企業者に対し、
電気料金高騰分の一部を支援し、負担軽減を図る。
②補助金　増加した電気料金の4分の1（上限1,000円）、事務費
③令和6年11月～令和7年10月の電気料金のうち連続する6か月間の合
計と4年前同期（令和2年11月～令和3年10月）の電気料金の合計とを比
較し、増加した又は増加すると認められる市内の製造業、旅館業、小売
業、飲食業、サービス業。

Ⅱ．物価高の克服 R7.1.15 R8.1.21 15,463,000 15,463,000

エネルギー価格高騰の影響を受けている商
工業中小企業者に対し、電気料金高騰分の
一部を支援することにより、負担軽減が図ら
れ、事業の継続につながった。

15 省エネルギー化支援事業

①エネルギー価格高騰の影響を受けている事業者に対し、省エネのた
めの事業用品更新・導入等に係る経費の一部を支援する。
②補助金　省エネに向けた取組のための事業用品の更新・導入に関す
る事業費の2分の1（上限200千円）、事務費
③市内に事業所を有する商工業を営む中小企業者等（個人事業者を含
む）

Ⅱ．物価高の克服 R7.1.15 R8.1.21 6,987,494 6,987,494

エネルギー価格高騰の影響を受けている事
業者に対し、省エネのための事業用品更新・
導入等に係る経費の一部を支援したことによ
り、負担軽減及び経営の安定化につながっ
た。

2／2


